
Ⅰ 平成 24 年工業統計調査結果の概要 

(４人以上の事業所） 
 

１ 概況 

平成 24 年 12 月 31 日現在における福岡市

の製造業（従業者 4 人以上）の事業所数は

876 事業所，従業者数は 21,677 人，製造品

出荷額等は 5,765 億円となっています。 

 前回調査時（平成 22 年 12 月 31 日）と比

較すると，事業所数は 16 事業所の減少（平

成 22 年比 1.8％減），従業者数は 394 人の

増加（同 1.9％増），製造品出荷額等は 105

億円の増加（同 1.9％増）となりました。 
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２ 事業所数 

(１) 産業中分類別 

 「13 業種で減少｣ 

 産業中分類(24 業種)別に事業所数を見る

と，食料品製造業が 269 事業所(構成比 30.

7％)と最も多く，次いで，印刷･同関連業 

165 事業所(同 18.8％)，金属製品製造業 68

事業所(同 7.8％)となっており，この３業

種で本市の事業所(従業者４人以上)の５割

以上を占めています｡ 

 平成 22 年と比較すると，食料品製造業（4

事業所増）など６業種で増加していますが，

印刷・同関連業(６事業所減)，輸送用機械

器具製造業（４事業所減）など 13 業種で減

少しています。 

 

(２) 従業者規模別 

 「市内の約 83％が小規模事業所｣ 

 従業者規模別(７区分)に事業所数を見る

と，｢４～９人｣の事業所が 413 事業所(構成

比 47.1％)と最も多く，次いで｢10～19 人｣

が 208 事業所(同 23.7％)となっています。

また｢20～29 人｣が 108 事業所(同 12.3％)

となっており，29 人以下の小規模事業所が

全体の８割以上を占めています。 

 平成 22 年と比較すると，100 人以上の

中・大規模事業所が増加しています。 

 

％ 人 ％ 百万円 ％

平成19年 1,041 6.6 100.0 23,974 1.8 100.0 660,682 11.8 100.0

平成20年 1,039 -0.2 99.8 23,634 -1.4 98.6 644,542 -2.4 97.6

平成21年 948 -8.8 91.1 21,790 -7.8 90.9 551,660 -14.4 83.5

平成22年 892 -5.9 85.7 21,283 -2.3 88.8 566,020 2.6 85.7

平成24年 876 -1.8 84.1 21,677 1.9 90.4 576,523 1.9 87.3

表１　　　　工　業  の　推　移　　－　 全　市

製 造 品 出 荷 額 等

（指数：平成19年=100）

指数
対前年
増減率

年

事　　業　　所　　数 従　　業　　者　　数

指数 指数
対前年
増減率

対前年
増減率

注：平成24年の数字は対平成22年増減率



 

構成比
対平成22年

増減率
構成比

対平成22年
増減率

構成比
対平成22年

増減率

％ ％ 人 ％ ％ 万円 ％ ％

総　　　　数 876 100.0 -1.8 21,677 100.0 1.9 57,652,328 100.0 1.9

小規模事業所 729 83.2 -2.0 7,940 36.6 -2.6 11,973,583 20.8 -4.9

 ４ ～ ９ 人 413 47.1 -1.7 2,516 11.6 -2.4 3,022,580 5.2 1.8

 10 ～ 19 人 208 23.7 -4.6 2,814 13.0 -5.4 4,067,619 7.1 1.8

 20 ～ 29 人 108 12.3 1.9 2,610 12.0 0.5 4,883,384 8.5 -13.1

中規模事業所 139 15.9 -1.4 10,662 49.2 2.1 32,429,859 56.3 1.1

 30 ～  99 人 105 12.0 -9.5 5,557 25.6 -13.7 13,151,421 22.8 -16.4

100 ～ 199 人 28 3.2 33.3 3,641 16.8 24.9 17,609,106 30.5 23.0

200 ～ 299 人 6 0.7 50.0 1,464 6.8 34.3 1,669,332 2.9 -16.9

大規模事業所 8 0.9 14.3 3,075 14.2 14.3 13,248,886 23.0 10.9

300 人以上 8 0.9 14.3 3,075 14.2 14.3 13,248,886 23.0 10.9

表３　従業者規模（７区分）別事業所数，従業者数及び製造品出荷額等－全市

事　業　所　数 従　業　者　数 製造品出荷額等

規　　　模

 

構成比
対平成22年

増減数
対平成22年

増減率

％ ％

876 100.0 -16 -1.8

09 食料品製造業 269 30.7 4 1.5

10 飲料･たばこ･飼料製造業 14 1.6 0 0.0

11 繊維工業 55 6.3 0 0.0

12 木材･木製品製造業（家具を除く） 9 1.0 -1 -10.0

13 家具･装備品製造業 25 2.9 -2 -7.4

14 パルプ･紙･紙加工品製造業 15 1.7 -1 -6.3

15 印刷･同関連業 165 18.8 -6 -3.5

16 化学工業 14 1.6 3 27.3

17 石油製品･石炭製品製造業 1 0.1 -1 -50.0

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 25 2.9 -2 -7.4

19 ゴム製品製造業 2 0.2 0 0.0

20 なめし革･同製品･毛皮製造業 3 0.3 -2 -40.0

21 窯業･土石製品製造業 39 4.5 -2 -4.9

22 鉄鋼業 11 1.3 3 37.5

23 非鉄金属製造業 4 0.5 0 0.0

24 金属製品製造業 68 7.8 -3 -4.2

25 はん用機械器具製造業 20 2.3 0 0.0

26 生産用機械器具製造業 23 2.6 -1 -4.2

27 業務用機械器具製造業 9 1.0 -3 -25.0

28 電子部品･デバイス・電子回路製造業 9 1.0 1 12.5

29 電気機械器具製造業 25 2.9 1 4.2

30 情報通信機械器具製造業 3 0.3 -1 -25.0

31 輸送用機械器具製造業 12 1.4 -4 -25.0

32 その他の製造業 56 6.4 1 1.8

表２　産業（中分類）別事業所数，

事　業　所　数

産　業（中分類）

総　　　数



構成比
対平成22年

増減数
対平成22年

増減率
構成比

対平成22年
増減数

対平成22年
増減率

人 ％ ％ 万円 ％ 万円 ％

21,677 100.0 394 1.9 57,652,328 100.0 1,050,309 1.9 総数

10,107 46.6 943 10.3 21,251,455 36.9 2,584,418 13.8 09

331 1.5 -26 -7.3 9,747,425 16.9 686,900 7.6 10

684 3.2 -85 -11.1 540,005 0.9 -2,758 -0.5 11

127 0.6 2 1.6 368,257 0.6 76,431 26.2 12

196 0.9 -2 -1.0 286,570 0.5 48,167 20.2 13

228 1.1 -11 -4.6 299,297 0.5 -9,036 -2.9 14

3,510 16.2 -20 -0.6 5,972,732 10.4 -339,217 -5.4 15

196 0.9 0 0.0 789,194 1.4 -64,822 -7.6 16

10 0.0 -6 -37.5 x x x x 17

455 2.1 12 2.7 779,748 1.4 91,622 13.3 18

16 0.1 0 0.0 x x x x 19

38 0.2 -1 -2.6 45,963 0.1 x x 20

548 2.5 -32 -5.5 1,315,730 2.3 -16,856 -1.3 21

168 0.8 20 13.5 507,586 0.9 -487,987 -49.0 22

93 0.4 67 257.7 24,668 0.0 -22,228 -47.4 23

925 4.3 -65 -6.6 1,191,943 2.1 43,783 3.8 24

911 4.2 264 40.8 2,195,341 3.8 746,594 51.5 25

686 3.2 7 1.0 1,060,591 1.8 76,872 7.8 26

98 0.5 -199 -67.0 106,585 0.2 -187,822 -63.8 27

1,056 4.9 11 1.1 8,781,555 15.2 957,762 12.2 28

581 2.7 -292 -33.4 956,768 1.7 -1,136,193 -54.3 29

54 0.2 -14 -20.6 59,844 0.1 -14,823 -19.9 30

186 0.9 -148 -44.3 693,056 1.2 -1,891,672 -73.2 31

473 2.2 -31 -6.2 619,925 1.1 -33,746 -5.2 32

従業者数及び製造品出荷額等－全市－

産業
(中分類)

従　業　者　数　 製造品出荷額等

 
 

３ 従業者数 

(１) 産業中分類別  

 「14 業種で減少｣ 

 産業中分類(24 業種)別に従業者数を見る

と，食料品製造業が 10,107 人(構成比 46.

6％)と最も多く，次いで，印刷･同関連業 

3,510 人(同 16.2％)，電子部品・デバイス・

電子回路製造業 1,056 人(同 4.9％)となっ

ており，この３業種で製造業従業者全体の

６割以上を占めています。 

 平成 22 年と比較すると，食料品製造業(9

43 人増)，はん用機械器具製造業(264 人増)

など８業種で増加していますが，電気機械

器具製造業(292 人減)，業務用機械器具製

造業(199 人減)など 14 業種で減少していま 

す。 

 

(２) 従業者規模別 

 「30～99 人規模が最多｣ 

 従業者規模（７区分)別事業所の従業者数

を見ると，｢30～99 人｣規模の事業所が

5,557 人(構成比 25.6％)と最も多く，次い

で｢100～199 人｣で 3,641 人(同 16.8％)， 

｢300 人以上｣で 3,075 人(同 14.2％)となっ

ています。 

 平成 22 年と比較すると，｢20～29 人｣，｢1

00～199 人｣，「200～299 人」と「300 人以

上」の規模の事業所の従業者数が増加して

います。 

 



４ 製造品出荷額等 

(１) 産業中分類別 

 「食料品製造業が約 37％を占める｣ 

 産業中分類(24 業種)別の製造品出荷額等

を見ると，出荷額等の高い順に，食料品製

造業 2,125 億円(構成比 36.9％)，飲料･た

ばこ･飼料製造業 975 億円(同 16.9％)，電

子部品・デバイス・電子回路製造業 878 億

円(同 15.2％)，印刷・同関連業 597 億円(同

10.4％)となっており，この４業種で出荷額

等全体の８割近くを占めています。 

 平成 22 年と比較すると，はん用機械器具

製造業(平成 22 年比 51.5％増)，木材・木

製品製造業(同 26.2％増)など９業種で増加

していますが，輸送用機械器具製造業(同

73.2％減 )，業務用機械器具製造業 (同

63.8％減)など 12 業種で減少しています。 

 

 

(２) 従業者規模別 

 「100～199 人規模の事業所が最高｣ 

 従業者規模別(７区分)事業所の製造品出

荷額等では，｢100～199 人｣が 1,761 億円(構

成比 30.5％)と最も高く，｢300 人以上｣が 

1,325 億円(同 23.0％)，｢30～99 人以上｣ 

が 1,315 億円(同 22.8％)となっています。 

  平成 22 年と比較すると，｢200～299 人」

で 34 億円(平成 22 年比 16.9％)減，｢30～9

9人｣で 259億円(同 16.4％)減と減少してい

ますが，｢100～199 人｣で 329 億円(同 23.

0％)増，｢300人以上｣で 130億円(同 10.9％)

増と増加しています。 

 

 

 

 

              表４　産業（中分類）別現金給与総額，　

構成比
対平成22年

増減率

万円 ％ ％

7,405,917 100.0 4.4

09 食料品製造業 2,797,524 37.8 26.0

10 飲料･たばこ･飼料製造業 171,407 2.3 -4.7

11 繊維工業 138,307 1.9 -11.9

12 木材･木製品製造業（家具を除く） 48,816 0.7 19.7

13 家具･装備品製造業 62,754 0.8 -7.7

14 パルプ･紙･紙加工品製造業 64,829 0.9 -1.6

15 印刷･同関連業 1,382,995 18.7 6.4

16 化学工業 68,163 0.9 -27.5

17 石油製品･石炭製品製造業 x x x

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 143,665 1.9 6.7

19 ゴム製品製造業 x x x

20 なめし革･同製品･毛皮製造業 14,840 0.2 x

21 窯業･土石製品製造業 208,419 2.8 -8.9

22 鉄鋼業 56,035 0.8 -9.4

23 非鉄金属製造業 10,388 0.1 -3.2

24 金属製品製造業 352,283 4.8 1.7

25 はん用機械器具製造業 312,245 4.2 24.0

26 生産用機械器具製造業 307,455 4.2 21.1

27 業務用機械器具製造業 40,515 0.5 -66.5

28 電子部品･デバイス・電子回路製造業 721,305 9.7 -2.6

29 電気機械器具製造業 217,060 2.9 -49.7

30 情報通信機械器具製造業 15,642 0.2 -26.2

31 輸送用機械器具製造業 105,231 1.4 -40.0

32 その他の製造業 158,708 2.1 -2.3

総　　　数

産　業（中分類）
現金給与総額（4人以上）



５ 現金給与総額等 

(１) 現金給与総額 

 「前年に比べ 31 億円の増加｣ 

 現金給与総額は 741 億円で，平成 22 年に

比べ 31 億円(平成 22 年比 4.4％)の増加と

なっています。 

 産業中分類別に見ると，食料品製造業が 

280 億円（構成比 37.8％)，印刷・同関連業 

138 億円(同 18.7％)，電子部品･デバイス・

電子回路製造業 72 億円(同 9.7％)で，この

３業種で現金給与総額全体の約６割となっ

ています。 

 平成 22 年と比較すると，食料品製造業

(平成 22 年比 26.0％増)，はん用機械器具

製造業(同 24.0％増)など７業種で増加して

いますが，業務用機械器具製造業(同 66.5％

減)，電気機械器具製造業(同 49.7％減)な

ど 14 業種で減少しています。 

 

(２) 付加価値額(従業者 30 人以上) 

 「前年に比べ 157 億円の増加｣ 

 付加価値額は 1,322 億円で，平成 22 年に

比べ 157 億円(平成 22 年比 13.4％)の増加

となっています｡ 

 産業中分類別に見ると，食料品製造業が

580 億円(構成比 43.9％)，印刷・同関連業

が 154 億円(同 11.6％)，はん用機械器具製

造業が 55 億円(同 4.2％)で，この３業種で

全体の約 6 割を占めています。 

 平成 22 年と比較すると，繊維工業(平成

22 年比 72.5％増)など，６業種で増加して

いますが、電気機械器具製造業(同 67.7％

減)など，３業種で減少しています。 

 

 

 

　付加価値額，在庫額及び投資総額－全市

構成比
対平成22年

増減率
構成比

対平成22年
増減率

構成比
対平成22年

増減率

万円 ％ ％ 万円 ％ ％ 万円 ％ ％

13,219,770 100.0 13.4 4,571,337 100.0 -17.2 1,203,584 100.0 -28.1 総数

5,798,590 43.9 20.7 2,246,036 49.1 3.1 498,109 41.4 42.4 09

x x x x x x x x x 10

59,014 0.4 72.5 13,960 0.3 3.4 748 0.1 - 11

x x x x x x x x x 12

- - - - - - - - - 13

83,712 0.6 30.2 16,607 0.4 -5.1 2,096 0.2 -63.6 14

1,537,925 11.6 -7.9 154,342 3.4 -53.6 164,578 13.7 -0.9 15

x x x x x x x x x 16

- - - - - - - - - 17

91,280 0.7 x 23,673 0.5 x 5,692 0.5 x 18

- - - - - - - - - 19

- - - - - - - - - 20

125,907 1.0 51.7 41,048 0.9 -3.4 8,732 0.7 -64.3 21

x x x x x x x x x 22

x x x - - - - - - 23

226,756 1.7 15.0 13,977 0.3 -9.5 21,684 1.8 -79.9 24

552,785 4.2 2.0 124,729 2.7 32.6 19,223 1.6 54.9 25

298,450 2.3 -18.4 112,391 2.5 67.7 26,757 2.2 120.7 26

x x x x x x x x x 27

x x x 1,567,898 34.3 8.6 361,714 30.1 -55.3 28

211,366 1.6 -67.7 82,841 1.8 -59.3 6,604 0.5 -82.3 29

- - - - - - - - - 30

x x x x x x x x x 31

x x x x x x x x x 32

産業
(中分類)

投資総額（30人以上）付加価値額（30人以上） 在庫額（30人以上）



(３) 在庫額(従業者 30 人以上) 

 「前年に比べ 95 億円の減少｣ 

 平成 24 年末の在庫額は 457 億円で，平成

22 年末に比べ 95 億円(平成 22 年比 17.2％)

の減少となっています。 

 産業中分類別に見ると，食料品製造業が

225 億円(構成比 49.1％)，電子部品･デバイ

ス・電子回路製造業が 157 億円(同 34.3％)

となっており，この２業種で全体の約８割

を占めています。 

 平成 22 年と比較すると生産用機械器具

製造業(平成 22 年比 67.7％増)，はん用機

械器具製造業(同 32.6％増)など５業種で増

加していますが，電気機械器具製造業(同 5

9.3％減)，印刷・同関連業(同 53.6％減)な

ど５業種で減少しています。 

 

(４) 投資総額(従業者 30 人以上) 

 「前年に比べ 47 億円の減少｣ 

 投資総額は 120 億円で，平成 22 年に比べ

47 億円(平成 22 年比 28.1％)の減少となっ

ています｡  

産業中分類別に見ると，食料品製造業は

50 億円(構成比 41.4％)，電子部品･デバイ

ス・電子回路製造業 36 億円(同 30.1％)と

なっており，この２業種で投資総額全体の

約 7 割を占めています。 

 平成 22 年と比較すると，生産用機械器具

製造業(平成 22 年比 120.7％増)，はん用機

械器具製造業(同 54.9％増)など３業種で増

加しましたが，電気機械器具製造業(同 82.

3％減)，金属製品製造業(同 79.9％減)など，

６業種で減少しています。 

 

６ 区別概況 

(１) 事業所数 

 「博多区が 30％以上を占める｣ 

 行政区別に事業所数を見ると，博多区が

298 事業所(構成比 34.0％)と最も多く，全

市の約３割を占めています。次いで，東区

の 213 事業所(同 24.3％)，南区の 134 事業

所(同 15.3％)，中央区の 85 事業所(同 9.

7％)となっています。 

 平成 22 年と比較すると，中央区で 15 事

業所(平成 22 年比 15.0％)減，早良区で６

事業所(同 12.8％)減，南区で４事業所(同 2.

9％)減，東区で５事業所(同 2.3％)減と４

行政区で減少し，城南区で６事業所（同 23.

1％）増，西区で２事業所（同 2.8％）増，

博多区で６事業所（同 2.1％）増と３行政

区で増加しています。 

 

区

％ ％ 人 ％ ％ 百万円 ％ ％

全 市 876 100.0 -1.8 21,677 100.0 1.9 576,523 100.0 1.9

東 区 213 24.3 -2.3 5,748 26.5 3.3 162,040 28.1 8.1

博多区 298 34.0 2.1 7,347 33.9 5.0 182,704 31.7 8.1

中央区 85 9.7 -15.0 1,858 8.6 -3.1 44,215 7.7 -28.7

南 区 134 15.3 -2.9 2,724 12.6 -11.8 57,289 9.9 -13.9

城南区 32 3.7 23.1 318 1.5 18.2 2,581 0.4 -6.5

早良区 41 4.7 -12.8 628 2.9 -8.6 6,580 1.1 -25.4

西 区 73 8.3 2.8 3,054 14.1 10.5 121,114 21.0 13.3

表５  　区別事業所数、従業者数及び製造品出荷額等

事　業　所　数 従　業　者　数　 製造品出荷額等　

構成比
対平成22年

増減率
構成比

対平成22年
増減率

構成比
対平成22年

増減率

 



(２) 従業者数 

 「博多区が最多｣ 

 行政区別に従業者数を見ると，博多区が

7,347 人(構成比 33.9％)と，事業所数と同

様に全市の約３割を占め，次いで，東区が

5,748 人(同 26.5％)，西区が 3,054 人(同 

14.1％)，南区が 2,724 人(同 12.6％)とな

っています。 

 平成 22 年と比較すると，城南区で 49 人

（平成 22 年比 18.2％）増，西区で 289 人(同

10.5％)増，博多区で 351 人（同 5.0％）増，

東区で 186 人（同 3.3％）増と４行政区で

増加した一方，南区で 363 人(同 11.8％)減，

早良区で 59 人(同 8.6％)減，中央区で 59

人(同 3.1％)減と３行政区で減少していま

す。   

(３) 製造品出荷額等 

 「東区，博多区で５割以上を占める｣ 

 行政区別に製造品出荷額等を見ると，博

多区が全市の約３割を占め，1,827 億円(構

成比 31.7％)となっています。次いで，東

区が 1,620 億円(同 28.1％)，西区が 1,211

億円(同 21.0％)，南区が 573億円(同 9.9％)

となっています。 

平成 22 年と比較すると，西区，東区，博

多区，で増加した一方，他の４行政区で減

少しています。 

 

(４) １事業所あたり従業者数 

 「西区が 41.8 人で最多｣ 

 １事業所あたりの従業者数は，全市で 24.

7 人となっています。 

 行政区別に見ると，西区の 41.8 人が最も

多く，次いで，東区 27.0 人，博多区 24.7

人，中央区 21.9 人，南区 20.3 人，早良区

15.3 人，城南区 9.9 人となっています。 

 平成 22年と比較すると，南区で 2.1人減，

城南区は 0.4 人減となりましたが，他の５

行政区では増加しています。 

  

(５) １事業所あたり製造品出荷額等 

 「西区が 16.6 億円で最多｣ 

 １事業所あたりの製造品出荷額等は，全

市で 6.6 億円となっています。 

 行政区別に見ると，西区の 16.6 億円が最

も多く，次いで，東区 7.6 億円，博多区 6.

1 億円，中央区 5.2 億円，南区 4.3 億円，

早良区 1.6 億円，城南区 0.8 億円となって

います。 

平成 22 年と比較すると，西区，東区，博

多区では増加となりましたが，他の４行政

区では減少しています。 
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７ 他都市との比較 

(１) 21 大都市 

 「福岡市の１事業所あたりの従業者数， 

１事業所あたりの製造品出荷額等は 18

番目｣ 

 21 大都市で比較すると，１事業所あたり

従業者数が最多の都市は北九州市で 46.0

人となっています。以下，千葉市の 44.8 人，

広島市の 40.1 人と続き，本市は 24.7 人で

18 番目となっています。最も少ないのは，

東京都区部の 15.2 人で，大阪市の 19.4 人

がこれに続いています。 

１事業所あたりの製造品出荷額等では川

崎市が最高で 29.7 億円となっています。以

下，千葉市の 25.2 億円，堺市の 22.2 億円

と続き，本市は 6.6 億円で 18 番目となって

います。最も出荷額が少ないのは，東京都

区部で 3.2 億円となっており，札幌市の 5.

0 億円がこれに続いています。 

 

 

 

 

従業者数
製造品

出荷額等

人 百万円 人 百万円

札 幌 市 985 27,900 487,838 28.3 495.3

仙 台 市 546 16,059 944,295 29.4 1,729.5

さ い た ま 市 1,046 26,892 808,610 25.7 773.0

千 葉 市 446 19,991 1,121,745 44.8 2,515.1

東 京 都 区 部 11,031 168,173 3,476,198 15.2 315.1

横 浜 市 2,738 96,778 4,273,633 35.3 1,560.9

川 崎 市 1,408 50,449 4,178,410 35.8 2,967.6

相 模 原 市 1,000 34,725 1,144,787 34.7 1,144.8

新 潟 市 1,098 36,376 1,037,129 33.1 944.6

静 岡 市 1,582 45,822 1,711,073 29.0 1,081.6

浜 松 市 2,244 72,349 2,085,286 32.2 929.3

名 古 屋 市 4,514 101,203 3,389,586 22.4 750.9

京 都 市 2,501 62,201 2,253,504 24.9 901.0

大 阪 市 6,403 124,088 3,522,064 19.4 550.1

堺 市 1,560 50,955 3,457,509 32.7 2,216.4

神 戸 市 1,754 65,430 2,866,785 37.3 1,634.4

岡 山 市 871 29,085 925,987 33.4 1,063.1

広 島 市 1,296 52,013 2,198,738 40.1 1,696.6

北 九 州 市 1,113 51,144 2,003,119 46.0 1,799.7

福 岡 市 876 21,677 576,523 24.7 658.1

熊 本 市 521 19,199 372,418 36.9 714.8

注）本市以外の数値は「経済産業省経済産業政策局調査統計部 平成24年 工業統計表産業編〔概要版〕」

 　によるものです。

表６　21大都市の工業（４人以上）

1事業所あたり

事業所数 従業者数 製造品出荷額等



(２) 福岡都市圏 

 「福岡市の事業所が約半数を占める｣ 

 福岡都市圏（９市８町）で見ると，事業

所数は全体で 1,889 事業所となっています。 

市町別では，福岡市が 876 事業所（構成

比 46.4％）と約半数を占めており，次いで

大野城市 137 事業所（同 7.3％），須恵町 

113 事業所（同 6.0％）と続きます。 

従業者数は全体で 54,297 人，福岡市が 

21,677 人（構成比 39.9％）と約４割を占め，

次いで，古賀市 7,094 人（同 13.1％），新

宮町 3,877 人（同 7.1％）と続きます。 

 １事業所あたりの従業者数を市町別に見

ると，古賀市が 71.7 人と最も大きく，続い

て久山町の 67.9 人，新宮町の 53.8 人とな

っています。１事業所あたりの製造品出荷

額等では，筑紫野市が 58.3 億円と最大で，

以下，久山町の 26.9 億円，古賀市の 20.3

億円と続きます。 

 

 

 

構成比 構成比 構成比 従業者数
製造品

出荷額等

％ 人 ％ 百万円 ％ 人 百万円

総　　　　　数 1,889 100.0 54,297 100.0 1,683,012 100.0 28.7 891.0

福 岡 市 876 46.4 21,677 39.9 576,523 34.3 24.7 658.1

筑 紫 野 市 72 3.8 2,031 3.7 419,856 24.9 28.2 5,831.3

春 日 市 23 1.2 506 0.9 7,575 0.5 22.0 329.4

大 野 城 市 137 7.3 3,280 6.0 40,918 2.4 23.9 298.7

太 宰 府 市 39 2.1 1,185 2.2 52,959 3.1 30.4 1,357.9

那 珂 川 町 47 2.5 646 1.2 6,867 0.4 13.7 146.1

古 賀 市 99 5.2 7,094 13.1 200,632 11.9 71.7 2,026.6

宇 美 町 102 5.4 2,183 4.0 48,089 2.9 21.4 471.5

篠 栗 町 24 1.3 926 1.7 17,810 1.1 38.6 742.1

志 免 町 56 3.0 986 1.8 21,431 1.3 17.6 382.7

須 恵 町 113 6.0 1,934 3.6 36,510 2.2 17.1 323.1

新 宮 町 72 3.8 3,877 7.1 86,091 5.1 53.8 1,195.7

久 山 町 12 0.6 815 1.5 32,273 1.9 67.9 2,689.4

粕 屋 町 60 3.2 1,905 3.5 39,560 2.4 31.8 659.3

宗 像 市 49 2.6 1,486 2.7 34,078 2.0 30.3 695.5

福 津 市 34 1.8 1,709 3.1 23,410 1.4 50.3 688.5

糸 島 市 74 3.9 2,057 3.8 38,429 2.3 27.8 519.3

資料 ： 「平成24年福岡県の工業」（福岡県企画・地域振興部調査統計課）

表７　 福 岡 都 市 圏 の 工 業 （４ 人 以 上）

市町名

 事　業　所　数 従　業　者　数 製造品出荷額等 1事業所あたり

 


